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１.帰宅行動シミュレーション実施の目的 
 

大規模地震による公共交通機関の運行停止等により、膨大な数の帰宅困難者等
※1の発生が予測されている。帰宅困難者等が自宅等に向けて一斉に帰宅を開始し

た場合、路上では大混雑が発生し、路上の転倒・落下物の存在や火災・停電等の

発生とあいまって死傷者が生じたり、救急救命活動等の応急対策活動が妨げられ

たりするなど、混乱が生じるおそれがある。また、トイレや休憩場所が不足する

など困難な状況の発生も見込まれる。 
帰宅困難者等対策を的確に行うためには、大規模地震発生後に人々がどのよう

な行動を取るか、また、それによって混雑がどのように引き起こされるかを明ら

かにする必要がある。しかし、このような、膨大な帰宅困難者等の発生とそれが

引き起こす混乱は、これまで我が国では経験したことのないものであり、これら

の人の行動による影響を過去の経験や類似の事例から把握することは困難である。 
このため、大地震発生後の人々の帰宅に関する選好を把握し、これを基に首都

地域の道路ネットワーク上を人々が徒歩で帰宅する際の状況のシミュレーション

を行い、どこでどのような事態（問題）が発生しそうであるかを推定するととも

に、どのような対策がどの程度その問題解決に有効であるか等を検討した。 
 
２.帰宅行動シミュレーションの概要 

 
シミュレーションでは、「滞在する」、「帰宅する」、「避難所等で休憩する」等

の各行動に関する効用関数を求め、より高い期待効用をもたらす行動を選択す

るという考え方をベースとした行動選択の基本モデル（ランダム効用モデル）

を用いた。このモデルでは、天候や混雑状況等の諸条件も踏まえて効用関数が

変化するものとした。また、徒歩帰宅者の移動に関しては、道路幅員等道路属

性を考慮した道路ネットワークモデルを用いた。 
これにより膨大な数の発生が予想される帰宅困難者等の動向を明らかにする

とともに、次のような事象を把握する。 
・道路の混雑状況はどうなるか。特にどの時間帯・どの道路で激しい混雑が

発生するか。 
・どの地域をどのくらいの徒歩帰宅者が通過するのか。 
・徒歩帰宅者は帰宅までにどのくらい時間を要するのか。 
・外出先に留まる人はどのくらいか。  等 

 

                                            
※1 【帰宅困難者の定義】 

帰宅断念者：自宅が遠距離にあること等により帰宅できない人 
遠距離徒歩帰宅者：遠距離を徒歩で帰宅する人 
帰宅困難者：帰宅断念者＋遠距離徒歩帰宅者 
帰宅困難者等：帰宅困難者（帰宅断念者＋遠距離徒歩帰宅者）＋近距離徒歩帰宅者 
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３.シミュレーションモデルの説明 
３.１ シミュレーションの前提 
３.１.１ シミュレーションの対象とする人の属性 

帰宅行動シミュレーションで対象とする人の属性は以下の４種類である。 
・一般業務従事者（会社員等） 
・買い物客 
・学生 
・防災業務従事者 

 
３.１.２ 対象とする道路ネットワーク 

基本的に一般国道と主要地方道（都県道・指定市市道）及び一般都道府県道

とし、主要河川の橋梁については道路種別に関係なく全て含めた。道路の一部

区間がこの基準の範囲に含まれていない場合には、その区間も含める道路を補

完し加えた。さらに、第 7 回専門調査会時点のシミュレーション（迂回基本ケ

ース）で最も混雑していた時間帯（14 時）の結果において、混雑（歩行速度 4
㎞/h 未満）が認められる区間（東京都 23 区及びその周辺）に並行している道

路、または、バイパスとなる道路のうち幅員が 2 車線以上あり一定の連続性を

有している道路も含めた。 

 
図 ３-１ 対象とする道路ネットワーク※2 

                                            
※2 道路ネットワークは 31,471 リンクで構成されている。交差点間を繋ぐ区間を基本的なリ

ンクとしているが、その区間内で行政区や幅員が異なる場合は別々のリンクとしている。 
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図 ３-２ 中心部の道路ネットワーク拡大図 

（ピンク色の部分は、「火災有」のケースの場合、火災により通過できないと想

定する地区） 
 

なお、本シミュレーションでは、幹線、準幹線を次のとおり定義する。 

幹線 ：全ての一般国道及び主要地方道（都県道・指定市市道） 

準幹線：一般都県道及びその他対象道路 

 

 

３.１.３ 前提となる「人の動き」に関するデータ 
徒歩帰宅者の行動のシミュレーションを行うにあたっては、上記の道路ネット

ワークのほかに、「人の動き」(パーソントリップ)に関するデータが必要であり、

本シミュレーションでは、東京都市圏交通計画協議会によるパーソントリップ調

査（平成 10 年実施）のデータを用いた。 
パーソントリップ調査とは、一定の調査対象地域内における「人の動き」（パー

ソントリップ）について、どこから、どこへ、どのような目的で、どのような交
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通手段を利用して移動したかを調査したものである。調査対象地域は、東京を中

心とする半径約 80km 圏域で、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県（南

部）の面積約 15,000 ㎞ 2、５歳以上の夜間人口約 3,300 万人（平成 10 年現在）

の地域である。 
本シミュレーションにおける各帰宅者の帰宅行動の起点、終点は、次表のとお

り設定した。 
表 ３-１ 帰宅行動の起点・終点 

 説明 

起点 

帰宅行動の起点は 1km メッシュの中心とする。なお、各地点
における滞在者数は、平成 10 年実施の東京都市圏パーソント
リップ調査における計画基本ゾーン※3の人口を地域メッシュ
統計における昼間人口※4に応じてゾーン内の 1kmメッシュに
配分したものとする。 

終点 
帰宅行動の終点は、居住ゾーン（東京都は計画基本ゾーン、
それ以外は市区町村）の重心に位置する 1km メッシュの中心
とする。 

 
平日の昼 12 時に都心３区（千代田区・中央区・港区）にいる人で、各方面か

ら来ている人の内訳は次のとおりである。 
多摩 約 20 万人 
埼玉県 約 33 万人 
千葉県 約 38 万人 
神奈川県 約 39 万人 
茨城県 約 3 万人 

なお、居住ゾーン外への外出者数は全域で約 1,397 万人であり、うち都心３区

にいる人で居住ゾーン外から来ている人は約 224 万人である。 
 
 

                                            
※3 パーソントリップ調査で設定されているゾーンであり、基本的に市や区がさらに複数に分

割されており、単位としては、市や区より細かい。ただし、人口が多くない地域では、複
数の町村が一つのゾーンを形成している場合もある。 

※4 国勢調査における非労働力人口、完全失業者及び農林水産業就業者等に、事業所・企業統
計調査における第二次・第三次産業従業者数及び生徒・学生数を加えることで計算されて
いる。 
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凡例

都県界

市区町村界

計画基本ゾーン

 
図 ３-３ 計画基本ゾーンと市区町村との関係 
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３.２ シミュレーションモデルの内容 
３.２.１ 徒歩帰宅ルート 

基本的に最短距離ルートをとる。ただし、混雑状況等に応じて、後に示す迂

回路選択モデルにより経路選択の変更を行う場合があるものとする。 
 

３.２.２ 計算単位とするグループの設定 
帰宅者一人ひとりの動きを個別に計算することは、計算機等の制約上現実的で

無い。このため、起終点が共に同じメッシュの人を、1 グループの人数が最大で

100 人以下になるように分割し、グループ単位で同一の行動を取るモデルとする。 
 

D
B

A
AのメッシュからBのメッシュへ

帰宅する人の数が101人の場合、51人の
グループと50人のグループの２グループ

がモデル上形成される。C

CのメッシュからDのメッシュ
へ帰宅する人の数が100人の場合
100人のグループ1つがモデル

上形成される。1メッシュは１平方ｋｍ
D

B

A
AのメッシュからBのメッシュへ

帰宅する人の数が101人の場合、51人の
グループと50人のグループの２グループ

がモデル上形成される。C

CのメッシュからDのメッシュ
へ帰宅する人の数が100人の場合
100人のグループ1つがモデル

上形成される。1メッシュは１平方ｋｍ

 
図３-４ 計算単位とするグループの設定イメージ 

１つのリンク

最大100人を同一行動を取る
1つのグループとして設定

本モデルでは、各グルー
プは、固有の位置を持つ。
そして、１分毎に位置を
更新している。

道路

１つのリンク

最大100人を同一行動を取る
1つのグループとして設定

本モデルでは、各グルー
プは、固有の位置を持つ。
そして、１分毎に位置を
更新している。

道路

 
図 ３-５ グループ毎の行動のイメージ 

 
さらに、このモデルを単純に適用した場合にはデータの配列の容量が計算機で

扱える量の上限に達したことから、1 グループの人数が最大で 50 人以下になるよ

うに一端グループ化した上で、各グループについて、5 割の確率で計算対象から

外す処理を施し、計算対象として残ったグループの人数を 2 倍してデータをセッ

トするという近似処理を行っている。このような処理の適用に伴う誤差について

は、複数シードでの計算を行い、その平均を求めることにより対応した。 
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３.２.３ 歩行速度の設定 

歩行速度は道路の混雑状況によって異なるものとする。 
 

表 ３-２ 歩行速度の基本設定 

混雑度（人／㎡）ｄ 1.5 未満 1.5～6 6 以上 

歩行速度（ｍ／時）v 4,000 直線的に速度が減少 
(－800×ｄ＋5,200) 400×6／ｄ 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

0 1 2 3 4 5 6 7 8

混雑度（人/㎡）

歩
行
速
度

（
ｍ
/
時

）

 
図 ３-６ 混雑度と歩行速度との関係 

 
 
・混雑度 1.5 人／㎡未満の場合 

混雑度が 1.5 人／㎡以下の場合は、一般に自由歩行が可能とされていること

から、歩行速度は時速 4,000ｍとしている。 
 

・混雑度 1.5 人／㎡以上６人／㎡未満の場合 

この間の混雑度と歩行速度の関係については様々な関係式が提案されてい

るが、ここでは大都市大震災軽減化特別プロジェクト（文部科学省）「帰宅困

難者の行動と対策に関する調査研究」にならって、混雑度の増加に伴い速度が

時速 4,000ｍから時速 400ｍに直線的に低下することとした。 
 

・混雑度６人／㎡以上の場合 

混雑度が６人／㎡前後になると、移動可能な混雑度としては限界に達し※5、

                                            
※5 「火災便覧第３版」(共立出版)では、「群集移動に関するクリティカルな密度は、1.5 人/㎡（自

由歩行の限界）→約 4 人/㎡（渋滞の始まり）→約６人/㎡（群集移動の停止）」とされている。 
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それ以上混雑度が高まるよりも渋滞長が長くなっていく傾向になるものと思

われる。 
このため、混雑度が６人／㎡以上になった場合にそのリンクへは他からそれ

以上人が入れないという論理を適用することを検討したが、同じ道路上に両方

向から群集が集まった場合、ラグビーのスクラムを組んだような状態となって、

両者の動きがその道路上で完全にストップしてしまうといった問題がシミュ

レーション上生じることが確認された。 
一方、混雑度が６人／㎡以上になったリンクへの流入制限を加えない場合に

は、混雑度が極度に大きくなる場合があることが確認された。 
そこで、単位時間あたりに流入する人の数（交通容量）に一定の上限がある

ことを仮定したモデルとした。すなわち、下図に示すように、混雑度が６人/
㎡以上のリンクへは、混雑度６人/㎡の場合の交通容量相当の人数しか単位時間

内に流入できないものとした。また、交通容量が一定となる速度式にするため、

混雑度が６人／㎡（時速 400ｍ）以上では混雑度に反比例して速度が低下する

こととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-７ 混雑度が６人／㎡を超える場合の流入制限模式図 

 

 

なお、混雑度６人／㎡は次の写真のようなイメージである。 

  
図 ３-８ 混雑度６人／㎡のイメージ 

混雑度が６人/㎡を越えているリンク

リンクの混雑度が６人/㎡を越えている場合には、
交通容量の制限により、そのリンクの手前で足踏み状態と

なる人（注）が生じる場合がある（図中の灰色の部分）

リンクの混雑度が６人/㎡を超える場合の歩道
の単位幅あたりの交通容量（1分あたりの流入
可能人数）は、以下のとおりとした。

（リンク内流入数最大値）＝
（リンクの混雑度が6人/㎡

の場合の交通容量）＝ｖ × ｄ

＝

＝40（人/m）

400（m/時）×6(人/㎡)
60（分/時）

（注）手前のリンクから入る優先順位は、各グループに付与した通し番号の順とした。なお、各グループに付与する通し番号
は、乱数によりシャッフルしているため、特定の地域のグループが優先して早く帰れるといった問題は発生しない。

混雑度が６人/㎡を越えているリンク

リンクの混雑度が６人/㎡を越えている場合には、
交通容量の制限により、そのリンクの手前で足踏み状態と

なる人（注）が生じる場合がある（図中の灰色の部分）

リンクの混雑度が６人/㎡を超える場合の歩道
の単位幅あたりの交通容量（1分あたりの流入
可能人数）は、以下のとおりとした。

（リンク内流入数最大値）＝
（リンクの混雑度が6人/㎡

の場合の交通容量）＝ｖ × ｄ

＝

＝40（人/m）

400（m/時）×6(人/㎡)
60（分/時）

（注）手前のリンクから入る優先順位は、各グループに付与した通し番号の順とした。なお、各グループに付与する通し番号
は、乱数によりシャッフルしているため、特定の地域のグループが優先して早く帰れるといった問題は発生しない。
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３.２.４ シミュレーションの基本時間間隔 

１分毎に徒歩帰宅者の選択を計算する。 
 
３.２.５ ランダム効用モデル（多項ロジットモデル）に基づく行動の設定 

「滞在する」、「帰宅する」、「避難所等で休憩する」の各行動から得られる期

待効用を比較し、より高い効用をもたらす行動を選択するものとする。ただし、

人による選択のばらつきを表現するため、ランダム項（行動のばらつきを確率

的に表現する誤差項）を加えて期待効用を評価するものとする。 
効用関数のイメージは次のとおりである。 

①基本的な関数形状 
効用関数の基本的な形状は、次図に示すように、現在地から対象地まで

の移動負荷の増大に応じて低減するものと考える。 

0 20 40 60

自宅までの距離(km)

徒歩帰宅開始 会社待機継続

会社等待機継続の効用関数

徒歩帰宅開始の効用関数

  

0 20 40 60

自宅までの距離(km)

徒歩帰宅継続(再開）

避難所等休憩

徒歩帰宅（再開）の効用関数

避難所等休憩の効用関数

 
図 ３-９ 効用関数のイメージ（１） 

（左：一般業務従事者会社等待機時の効用関数のイメージ、右：一般業務従
事者徒歩帰宅途中の効用関数のイメージ） 

 

移動行動については、次図に示すように、移動に関する選択肢の中で大

きな効用を与えるものを選択する確率が高くなるものとして表現される。 

0 20 40 60

自宅までの距離(km)

徒歩帰宅開始 会社待機継続

会社待機の効用関数

徒歩帰宅の効用関数

オフィス=現在地 自宅の位置

会社待機の場合の効用

徒歩帰宅開始の場合の効用

この場合は、徒歩帰宅開始
の場合の効用の方が大きい
ので、徒歩帰宅開始の行動を
選択する確率が高い

 
図 ３-１０ 効用関数のイメージ（２） 

一般業務従事者会社等待機時の会社待機と徒歩帰宅開始の効用比較 

この場合は、徒歩帰宅の効

用の方が大きいので、徒歩

帰宅開始の行動を選択する

確率が高い。 
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0 20 40 60

自宅までの距離(km)

徒歩帰宅継続(再開）

避難所等休憩

避難所休憩の効用関数

移動継続（再開）の効用関数

現在の位置

移動継続（再開）の場合の効用

避難所休憩の場合の効用

この場合は、移動継続（再
開）の効用の方が大きいの
で、移動継続（再開）の行動
を選択する確率が高い

 
図 ３-１１ 効用関数のイメージ（３） 

一般業務従事者徒歩帰宅中の徒歩帰宅継続（再開）と避難所休憩の効用比較 

＊晴れ、昼、徒歩継続３時間、大きな怪我をした家族はいないことを確認、

時速 2km/h で移動可能とした場合 

 

②属性による効用関数の相違 
属性毎に効用関数を設定する。 
例えば、防災業務従事者や、その他の事業継続の必要が高い業務に従事

する人々については、一般業務従事者と比べて、次図に示すように、オフ

ィス等滞在の効用関数（オフィス等にそのまま滞在したり、出先からオフィ

スに戻ることにより得られる効用を表す関数）が大きな値を示す。 

現在地から対象地までの移動負荷

効
用
水
準

一般業務従事者
等のオフィス等滞在
／帰社の効用関数

防災業務従事者等の
オフィス等滞在／帰社

の効用関数

防災業務従事者等は、災害発生後
に果たすべき責任を負っていること
から、オフィス等滞在／帰社の効用

関数は、一般社員と異なる

現在地から対象地までの移動負荷

効
用
水
準

一般業務従事者
等のオフィス等滞在
／帰社の効用関数

防災業務従事者等の
オフィス等滞在／帰社

の効用関数

防災業務従事者等は、災害発生後
に果たすべき責任を負っていること
から、オフィス等滞在／帰社の効用

関数は、一般社員と異なる

 
図 ３-１２ 効用関数のイメージ（４） 
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③状況変化に応じた効用関数の変化 
状況変化に応じた効用関数の変化の例として、安否情報の明暗による効

用関数の変化の状況を次図に示す。 

現在地から対象地までの移動負荷

効
用
水
準

家族の無事が確認
できた場合の自宅
帰宅の効用関数

家族の被災が確認
できた場合の自宅
帰宅の効用関数

なお、「家族の安否が
なかなか確認できない」
というケースについて
は、「家族が無事である
確率」が徐々に低減して
いくものと見なして表現

ホッ！

安否確認
がとれな
い間の自
宅帰宅の
効用関数

無事の確認
による自宅帰宅

効用の減少

被災確認
による自宅帰宅
効用の激増

すぐ戻る。
待ってろよ！

現在地から対象地までの移動負荷

効
用
水
準

家族の無事が確認
できた場合の自宅
帰宅の効用関数

家族の被災が確認
できた場合の自宅
帰宅の効用関数

なお、「家族の安否が
なかなか確認できない」
というケースについて
は、「家族が無事である
確率」が徐々に低減して
いくものと見なして表現

ホッ！

安否確認
がとれな
い間の自
宅帰宅の
効用関数

無事の確認
による自宅帰宅

効用の減少

被災確認
による自宅帰宅
効用の激増

すぐ戻る。
待ってろよ！

 
図 ３-１３ 効用関数のイメージ（５） 

この場合、家族の被災等の情報が得られた場合に、帰宅行動開始の効用

関数の値が大幅に大きくなる状況を示している。 
 

効用関数に係る個別の具体的要因は、おおむね次の各項目が影響要因と

してあげられる。 
・自宅までの距離 
・周辺の混雑状況（移動可能速度） 
・家族の安否、自宅被害の状況 
・企業、学校等における食料、水、電気等の状況 
・徒歩継続時間（蓄積疲労等の代理指標） 
・現在時刻（昼夜別） 
・帰宅途中の夜の時間 
・天候   など 

 
④効用関数の算出方法 

効用関数の基本的な算出方法は次のとおりである。 
ア）選択しうる行動と効用関数 

効用関数は、各場面において選択しうる行動ごとに算定する。算定される効

用関数は、状況別に次のとおりである。今回は、それぞれのケースにおいて、

2 種類の行動から選択することになるため、2 つの効用関数 V1、V2を設定する。 
 

• 会社等待機中 

1. 徒歩帰宅開始(V1) 
2. 会社等待機継続(V2) 
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• 徒歩帰宅途中 

1. 徒歩帰宅継続（再開）(V1) 
2. 避難所等で休憩(V2) 

 

• 迂回路に差し掛かった場合 

1. 迂回しない(V1) 
2. 迂回する(V2) 

 
 

イ）行動選択のモデル化 

帰宅困難者等の行動選択については、効用が確率的に変動するもと仮定して，

多項ロジットモデルを適用し、確率的に行動選択を行うものとして，以下に示

すようにモデル化する。 
すなわち、今回は、選択可能な行動の種類数を２種類としているため、効用

関数値に基づき行動１，行動２をとる確率はそれぞれ次のとおりである。 

21 1

1

VV

V

ee
eP
+

=   

2

2

2 1 VV

V

ee
eP
+

=   

iV は行動 i を選択した場合の効用関数（確定項）を表わしている。効用関数

は、選択しうる行動 i ごとに設定され、一般に線形関数が用いられる。本検討

では，以下の線形効用関数を導入する。 
■ 効用関数 

定数項

説明変数の総数

の係数説明変数

に関する変数値の行動説明変数

に関する効用関数値の行動帰宅困難者

:
:
:
:
:

)1(
1

γ

β

γβ

K
k

ikx
inV

xV

ik

ik

i

K

k
ikiki L+⋅= ∑

=

 

 
ここで、説明変数 kix が行動選択の際に考慮される因子、すなわち効用関数

の値に影響を与える因子である。 
説明変数の係数 ikβ は、回答者への質問結果に基づいてパラメータ推定を行

う。 
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行動を選択する状況下では、状況を規定する因子が定まるため、説明変数の

値が決まる。よって、各行動に関する効用関数値 iV が求まる。シミュレーショ

ン中では、この効用関数値に基づき、確率的に行動が選択される。 
ここで、 21 VVV −=Δ とすると、 VΔ は、行動 1 と行動 2 の効用関数値の

差である。よって、 VΔ が大きいほど、 1V の方が 2V に比べて相対的に効用が高

い、すなわち行動１を選択する確率 1P が高くなる。また、 0=ΔV 、すなわち、

21 VV = のときには、 21 PP = となり２つの行動を選択する確率は何れも 50％と

なる。 
このように、今回のモデルは、効用関数の値に基づき行動が確率的に選択さ

れるものとなっている。 
 
３.２.６ 歩行空間の設定 
１）歩道上の歩行について 

現在、区間（リンク）別に、下図に示すような歩道設置状況別の歩道幅員情

報が得られているとする。この場合、左右各サイドの歩道それぞれについて、

歩道幅または最低みなし歩道幅（１ｍ）のうち大きな方をモデル上の歩道幅と

する。そして、区間（リンク）別に平均歩道幅員Ｗを求める。 

 
図 ３-１４ 検討対象とする歩道・道路構成のイメージ 

（注：d 左側、d 右側、d 片側が 1ｍ未満の場合、1ｍと設定） 
 

また、この区間（リンク）の最も狭隘な断面の幅員を Wm とすれば、この区

間の歩行速度は、密度 N/(WL)から計算される速度と、密度 N/(WmL)から計算

される歩行速度の間に入ると考えられる。（ここで N はリンク内の滞在人数で

ある） 

歩道 d 左側 

リンク長Ｌ 

d 右側 

d 片側 

L 両側歩道 L 片側歩道 

L 歩道なし 

歩道 

d 両側歩道 ＝d 左側 ＋d 右側 

最低みなし歩道幅

最低みなし歩道幅
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そこで、速度計算用の Wc を 

2/)( mC WWW +=  

として、歩行速度を計算する。 
なお、最低の幅員を１ｍとしたのは、次の写真のとおり、１ｍの幅員があれ

ば、ぎりぎり双方向の歩行が確保されたと考えられるためである。 

 
図 ３-１５ 幅員１ｍのイメージ 

 

また、倒壊建物がある場合については、先の歩行空間の決め方に準じ、倒壊

する建物の種類によらず、一棟でも倒壊があれば、最も狭隘な歩行空間 Wm を

2ｍとする。 

この場合、倒壊建物がある区間における歩行空間 W 倒壊建物の補正について、

倒壊建物１棟の幅をＬ倒壊建物として、 

L
LWLLW

W m 倒壊建物倒壊建物

倒壊建物

+−
=

)(
 

の式によって計算する。 

 

２）分岐点での歩行の取扱いについて 

交差点においては、例えば交差する両方向とも同じ交通容量であった場合、

交差点での交通容量は少なくとも 1/2 以下に制限されると考えられる。しかし、

このような交差点での歩行速度の低下をモデル上考慮することは非常に難しい。

モデル上限界があるが、交差点では実際には車道部にある程度はみ出して歩行

することで、交通容量が確保されるとみなすこともできる。一方で、交差点の

状況によっては、シミュレーション結果以上の混雑が発生する可能性もある。 
 

３.２.７ 交差点での迂回路選択について 
帰宅行動のシミュレーションを単純に実施する場合、起点から終点までのあ

るゾーンまでの最短経路をとって帰宅すると仮定することが考えられる。 
しかし、このような仮定を行うと、ある幹線道路は極端に混雑し、その周辺

の幹線道路は空いているという状況も生じうる。現実には、最短経路となる幹
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線道路が混雑していれば、別のルートを取る帰宅者もある程度いると考えられ

る。 
したがって、迂回した場合の距離の増加と時間短縮が分かっている場合（帰

宅経路の混雑情報が利用可能である完全情報ケースの場合）と、距離の増加は

分かっているが時間短縮については分かっていない場合（帰宅経路混雑情報が

利用不可である不完全情報の場合）について、それぞれ効用関数を算定した。 
それぞれの効用関数に基づく迂回選択確率の形状は次のとおりである。 

  

帰宅経路混雑情報が利用可能である

完全情報ケースの場合、現在地から自

宅までの間の各道路の混雑情報を把

握できていることから、選択確率Ｐは、

迂回による距離の増加と帰宅までの

時間短縮の関数として表すことがで

きる。 
 

*時間短縮：迂回による自宅到着まで

の時間の短縮 

 

図 ３-１６ 「迂回する」の選択確率（帰宅経路混雑情報が利用可能な完全情報

ケースの場合） 

 

 

帰宅経路混雑情報が利用不可能な不

完全情報の場合、現在地から自宅ま

での間の各道路のルート等は知って

いるものの、混雑度は直近の道路以

外は把握できていない。このため、

選択確率Ｐは、迂回による距離の増

加と本来選択していた道路の歩行速

度の関数として表すことができる。 
 
*移動可能速度：これから進もうとす

る道路の歩行速度 
図 ３-１７ 「迂回する」の選択確率（帰宅経路混雑情報が利用不可能な不完全

情報の場合） 

 

 

帰宅経路混雑情報が利用不可能な不完全情報ケースの場合、具体的に迂回す

るか否かを判断する（迂回確率モデルを適用する）条件と迂回対象経路の探索

方法等は以下のとおりとする。 

迂回の選択確率(P1)

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 2 4 6 8 10

距離の増加(km)

選
択

確
率

P

時間短縮: 0.5h

時間短縮: 1h

時間短縮: 2h

時間短縮: 3h

 
迂回する確率(P1)

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 2 4 6 8 10

距離の増加(km)

選
択

確
率

P

移動可能速度: 400m/h

移動可能速度: 1km/h

移動可能速度: 2km/h
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○帰宅経路混雑情報が利用不可能な不完全情報ケースの場合 

迂回検討条件 迂回経路の探索方法 迂回の判断 

以下の条件が同時に成り立

つ時 

・交差点到着時 

・前方道路の混雑状況が歩行

速度 3.5 ㎞／時未満＊ 

・他方向の道路の混雑状況が

全て前方道路より混んで

いない。 

・前方道路を歩行不可とし

て最短距離経路を探索 

・前方道路より混んでいる

道路へは迂回しない。 

・迂回行動モデルに

よる迂回確率に

より決定 

＊被験者へのヒアリングにおいて、幹線道路が混雑していた場合に裏道に回ると

回答した者に対し、どのくらいの混雑状況で裏道への迂回を始めるか、混雑状

況の写真を示しつつ確認したところ、2 人／㎡（時速 3.5km/h に相当する）以

上の混雑度で裏道を選択するとの回答が出ていることから、同様の条件があて

はまる場合に迂回行動が始まるものとする。 
 
また、帰宅経路混雑情報が利用可能な完全情報ケースの場合、以下に示すよう

に、10 分ごとに歩行者混雑情報が更新されるものとし、交差点に到着した歩行者

は、20 分後にあるいは予定経路の前方の混雑状況に基づいて、この情報を確認し

つつ最短経路探索を行い、帰宅経路を更新するものとする。 
 
○帰宅経路混雑情報が利用可能な完全情報ケースの場合 

歩行者混雑情報 
更新条件 

迂回路検討条件 迂回経路の探索方法 

発災後、10 分おきに

歩行者混雑情報を更

新する。 

交差点到着時に①または②の

条件のときに最短経路探索を

行う 
① 以下の条件が同時に成立 
・予定経路上の次のリンク速度

が時速 3.5km/h 未満のとき 
・前回の最短経路探索時点から

20 分以上が経過したとき 
②予定経路上の次のリンク速

度が時速１km/h 未満のとき

10 分おきに更新され

た一般化距離*が最短

となる経路を探索。 
経路を変更するもの

とする。 

＊実際の距離に対して，混雑による歩行速度の低下分を距離に換算した値を

加えた距離（次頁参照） 
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リンク l の一般化距離Ｄは以下のように計算できる。 

( ) ( )
( ) ( ) lllllllll

lll

dtddtddtD

dtD

6715.0897.21015.0
0.701/1000

60/0.921015.0 +=+−=+−=

+Δ=

β
α
β
α

           

              
Δtl：当該歩行時間の非混雑時の歩行時間（4km/h 歩行時）に対する増加分（分） 
dl ：歩行距離（ｍ） 
tl ：歩行時間（分） 
α：迂回選択確率モデル（完全情報）の時間増分にかかるパラメータ 
β：迂回選択確率モデル（完全情報）の距離増分にかかるパラメータ 

 
 

３.２.８ 倒壊建物の設定 
建物の倒壊率は、メッシュ別に設定する必要があるが、これについては、木

造・非木造別に中央防災会議の首都直下地震の地震被害想定の結果を用いる。 

 

中央防災会議の地震被害想定結果によれば、東京湾北部地震による東京都に

おける建物の倒壊数は次のとおりである。 

表 ３-３ 中央防災会議による倒壊建物棟数想定結果 

 木造 非木造 

東京都の倒壊建物棟数 5,977 1,795 

 

ここでは、まず幹線道路に面している木造、非木造棟数の割合について、東

京都が保有する建物 1 棟単位の GIS データを利用して求めた。 

この結果、都内の木造建物、非木造建物のうち、幹線道路沿いにある割合は

それぞれ、2.6%、11.0%であった。したがって、幹線道路沿い上の倒壊建物は、

概算で次のとおりである。 

 

表 ３-４ 地震被害想定から概算される幹線道路の建物倒壊数 

 木造（棟） 非木造（棟） 

東京都における建物倒壊数 

（地震被害想定より） 

5,977 1,795 

幹線道路上の建物倒壊数 

（概算） 

156 

（＝5,977×2.6%） 

198 

（＝1,795×11.0%）

 

なお、倒壊建物のうち道路閉塞に関与するのは約半数※と考えられるため、

このうち、歩行者に影響する倒壊箇所は、木造約 80 箇所、非木造約 100 箇所

程度と推定される。 

※国土交通省（建設省）により平成 10～14 年度まで実施された総合技術開発プ

ロジェクト「まちづくりにおける防災評価・対策技術の開発」（まちづくり総
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プロ）では、低層非木造建物による道路への影響について、倒壊時に幹線系

道路にガレキがはらみ出す確率は 0.482 としており、倒壊する非木造建物の

多くが低層建物と考えられることから、倒壊した非木造建物のうち道路閉塞

に関与する割合を 1/2 と設定する。また、倒壊した木造建物のうち道路閉塞

に関与する割合についても、低層非木造建物と同様、1/2 と設定する。 

 
３.２.９ 延焼火災の影響 

実際には、延焼範囲は時間と共に変化していくものであり、延焼率が高いメ

ッシュでもそこを通行できる時間帯もあるものと考えられる一方、煙の流れ方

等によって直接火災が生じていない場所でも通行ができない場所もあるもの

と考えられる。さらに、風向・風速によって延焼範囲は異なってくる。以上の

ような要因を詳細に織り込んだシミュレーションを行うことは多大な作業を

伴い、帰宅困難者等に係る問題に対する対策の立案を主眼とした本専門調査会

の目的を超える。 

このため、本検討においては、中央防災会議による被害想定の結果※6による

1km メッシュ毎の延焼面積率（延焼面積／メッシュ面積）を利用し、延焼面積

率が 20％を上回るメッシュについては、そのメッシュを通過する道路は、発災

直後から通行できなくなり、半日後に通行可能になると仮定する。 

なお、延焼火災による通行不能リンクの取り扱いの詳細については以下のと

おり考えることとする。 

 

（延焼火災による通行不能リンクの取り扱い） 

①初期予定帰宅経路 

帰宅経路混雑情報が利用不可である不完全情報のケースでは、当初の

予定経路を探索する際、火災による通行不能リンクも通常どおり通行可

能として最短距離経路を探索し予定経路とする。 
一方、帰宅経路混雑情報が利用可能である完全情報ケースでは、帰宅

開始時点において、すでに火災による通行不能リンクの情報が得られて

いるものと想定し、火災による通行不能リンクを回避した最短一般化距

離経路を探索する。 
 

②火災発生エリアからの出発 

不完全情報ケース、完全情報ケースとも、火災発生エリアから帰宅開

始する場合でも、何らかの方法により帰宅開始できるものと想定する。 
モデル上は、便宜上通常処理どおり火災による通行不能リンクを通れ

るものとして取り扱う。ただし、このとき、結果の表現上は通行不能リ

ンクの通行者はゼロとみなす。これは、実際には、火災が発生して，ネ

ットワークで表現されたリンクが通行不能になったとしても、ネットワ

ークで表現できない細街路などを通って火災エリアから流出できると想

定されるからである。 
                                            
※6 中央防災会議 首都直下地震対策専門調査会（第１３回）資料２－２、平成 16 年 12 月 
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③火災による通行不能リンクの迂回 

不完全情報ケースの場合には、迂回の検討においても、火災による通

行不能に関する情報が得られていないと想定し、通常どおり迂回経路の

探索を行う。 
そして、これで選択された予定経路において火災による通行不能リン

クが現れた場合、その時点で、そのリンクを通行不能状態にして新たに

最短距離経路を探索し、予定経路とするものとする。 
一方、完全情報ケースの場合には、火災による通行不能リンクに関す

る情報が得られているものと想定し、途中の予定経路更新処理時におい

て、火災による通行不能リンクを回避する最短一般化距離経路を探索し、

予定経路とする。そのため、途中で予定経路上に火災による通行不能リ

ンクが現れることはない。 
④火災発生エリアへの到着 

不完全情報ケースの場合は、目的地付近が火災エリアか否かに係わら

ず、通常処理どおり帰宅を開始するものとする。 
一方、完全情報ケースの場合、目的地付近が火災エリアであり、この

エリアの通行不能リンクを経由せずには目的地に到達できない場合には、

帰宅を開始せずに待機するものとする。発災後、12 時間が経過し、火災

による通行不能が解除された時点で、通常の帰宅開始モデルに従った帰

宅開始処理を行うこととする。 
 
３.２.１０ ボトルネック部通行不能時 

ネットワーク上の各橋梁は耐震補強されており、落橋等が発生する可能性は

低いが、周辺事故等で次の橋が通行不能となった場合を想定する。 
〔荒川〕四ツ木橋（墨田区/葛飾区） 
〔多摩川〕丸子橋（大田区/川崎市） 

 
３.２.１１ 帰宅開始の設定 

１）基本的な考え方 

帰宅開始モデルは、アンケートの被験者に対して、様々な状況を提示して

帰宅するか否かを尋ねた結果を基に作成されている。そのため、シミュレー

ション上の帰宅者の状況が決まれば、その状況下で帰宅意向を有する者の割

合がモデルによって計算される。 
ただし、モデル構築に用いた各種の質問は、発災後 6 時間経過後までにつ

いて質問した結果であったため、それ以降の待機者に対してはそのまま適用

するには難がある。そのため、6 時間待機後の行動について追加アンケート

により新たに追加質問した結果を踏まえた帰宅開始モデルを適用した。 
具体的には、以下の考え方をとる。 
① 発災直後に帰宅すると判断したもの（構築した帰宅開始モデルによっ

て推計）は、原則としてそれ以降 1 時間の間に帰宅行動を開始するもの

とする。 
② 発災後 1 時間時点での待機者については，「6 時間待機後の行動につい

※平成 20 年 4 月 21 日誤記修正（世田谷区→大田区/川崎市） 
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て質問した結果」を踏まえ、この待機者を大きく以下のように 3 区分す

る。 
◆ 当日帰宅開始者 
◆ 翌朝帰宅開始者 
◆ それ以降帰宅開始者 

③ 当日帰宅者に分類されたグループは、原則として発災 1 時間後から 10
時間後までの間に帰宅開始モデルに従って平均的に帰宅を開始するも

のとする。 
④ 翌朝帰宅者と分類されたグループは、原則として翌朝 6 時から 9 時ま

での 3 時間の間に帰宅開始モデルに従って平均的に帰宅を開始するも

のとする。 
⑤ ②の処理で，当日帰宅開始者，翌朝帰宅開始者と分類されても、帰宅

開始モデルによって帰宅を開始するか否かを決定するため、③、④の処

理以降も一定の割合で待機者が存在することになる。これらの待機者に

ついては、帰宅開始確率が増加するような新たなイベントが生じた場合

についてのみ、帰宅開始を検討することとして処理する。 
⑥ ②の処理で翌朝帰宅開始者、それ以降帰宅開始者と分類されたグルー

プでもそれ以前の時間帯について全く帰宅を開始しないとするのでは

なく、⑤と同様に、帰宅開始確率が増加するような新たなイベントが生

じた場合についてのみ、帰宅開始を検討することとして処理する。 



 21

２）アンケートにおける６時間待機後の行動の回答結果の取扱方法 

①アンケートの質問と回答結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②回答結果の取扱方法について 

この回答結果から、待機者を当日帰宅開始者、翌朝帰宅開始者、それ以

降帰宅開始者に分類する割合を作成する。 

具体的には、回答①，⑧を除いた残りの回答割合を用いて以下のように

設定する。 

【質問】 
いずれかの条件の下で地震発生後 6 時間経過した時点で「とどまる」との行動を選択

した場合の、その後のあなたの行動選択について、あなたの考えに最も近いものを①～

⑧の選択肢の中から１つ選んでください。 
 

【回答項目】 
①そもそも地震発生後 6 時間後でも「とどまる」という選択をしていない。 
②状況にもよるが、それから数時間（発災後地震発生後 10 時間程度）のうちには、夜間

であっても徒歩帰宅を開始する。 
③状況にもよるが、翌日の空が明るくなる時間（朝６時頃）を待ってから徒歩帰宅を開

始する。 
④状況にもよるが、翌日の午前中に徒歩帰宅を開始する。 
⑤状況にもよるが、１～２日後に徒歩帰宅を開始する。 
⑥状況にもよるが、２～３日後に徒歩帰宅を開始する。 
⑦状況にもよるが、数日かかろうとも、公共交通機関等が帰宅手段の一部として使える

のを待ってから帰宅を開始する。 
⑧その他《※以下に具体的に内容を記入してください。》 
 
【回答結果】 

回答 会社員等 買い物客 学生

① 26.7% 15.0% 2.6%
② 16.7% 12.5% 2.6%
③ 46.7% 47.5% 60.5%
④ 0.0% 20.0% 10.5%
⑤ 3.3% 2.5% 10.5%
⑥ 0.0% 0.0% 2.6%
⑦ 3.3% 0.0% 7.9%
⑧ 3.3% 2.5% 2.6%

合計 100.0% 100.0% 100.0%  
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表 ３-５ 発災後 1 時間時点における待機者の帰宅開始時期別割合の設定 

割   合  
 
カテゴリ 

回答結果 
会社員等 買い物客 学生 防災担当者

当日帰宅開始者 ② 23.8% 15.2% 2.8% 13.5% 
翌朝帰宅開始者 ③，④ 66.7% 81.8% 75.0% 54.1% 
それ以降帰宅開始

者 
⑤，⑥，

⑦ 9.5% 3.0% 22.2% 32.4% 

合  計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 

ここで、アンケートの質問では、発災後 6 時間時点以降の状況について聞

いており、回答②は、発災 6 時間後から 10 時間後までの帰宅開始意向者を

表している。しかし、本シミュレーションモデルにおいては、帰宅開始者の

連続性を担保するために、②と回答した者の割合を当日帰宅開始者の割合と

みなし、発災後 1 時間時点から 10 時間までに帰宅開始を検討する者とみな

すこととした。 
 
 
 
３.２.１２ 翌日帰宅ケースの設定 

１）基本的な考え方 

翌日帰宅ケースでは、何らかの方法によって会社や学校での待機要請が実

施され、一定の割合の人が翌日以降に帰宅するケースを想定する。このとき、

翌日までの待機者としては、会社員等、学生、防災担当者を想定し、買い物

客は対象としない。 
 



 23

会社員等 買い物客 学生 防災担当者
非分散化対象者

分散化対象者 ⇒ 率を指定

分散化対象者
非分散化対象者 （分散化翌朝帰宅者）

翌日帰宅開始者 それ以降帰宅開始者

分散化
翌日帰宅
開始者

初期帰宅開始者

当日帰宅開始者

 
図 ３-１８ 翌日帰宅の概念図 

 
２）翌日帰宅ケースにおける帰宅開始処理 

通常の帰宅開始処理と翌日帰宅ケースの違いは以下の 3 点である。 
① あらかじめ、単純に会社員等、学生、防災担当者の一定割合（1/3※、1/2）

を翌日帰宅開始者とする。これらのグループを分散化翌朝帰宅開始者と呼

び、通常設定によって翌朝帰宅開始者となったグループと区別する。なお、

買い物客については、会社や学校にように施策的に翌日帰宅を促進するこ

とは困難と考え、翌日帰宅対象者から除外する。 
② この翌朝帰宅開始者は、翌朝 6 時になるまで、いかなる条件でも帰宅を

開始しないものとし、翌朝の 6 時から 12 時までの 6 時間の間に、帰宅を

開始するものとする。 
③ 通常の翌朝帰宅開始者の帰宅時刻についても、翌日帰宅ケースにおいては、

翌朝の 6 時から 12 時までの 6 時間とする。 
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※（参考）翌日帰宅の割合の設定について 

「防災に関する委員会 アンケート調査結果概要」（日本経団連防災に関する

委員会、2007 年 10 月 22 日）によれば、首都直下型地震の際の社員の帰宅計画

について、「社員をしばらく事業所内に留める」が 32.6％、「緊急要員以外の社

員は速やかに帰宅させる」が 27.9％となっている。 

ここでは、このアンケート結果も参考＊として、会社員等・学生・防災業務

従事者の１/３が、翌日帰宅開始として設定する。また、さらに翌日帰宅が進

んだケースとして１/２も設定する。 

 
＊経団連が実施したアンケート結果によれば、「社員をしばらく事業所内に止める方

向での帰宅計画を策定している率」が約３分の１となっている。このような計画
を持っていることが必ずしも「翌朝まで社員を会社に留める」ことを意味するわ
けではなく、また標準的な企業よりも、そのような計画を作成している率が高い
企業を対象とした調査となっている可能性も考えられるが、今後の翌日帰宅施策
の効果を調べる際の一つの目安となる数値になるものと考え、ケース設定の参考
としたものである。 
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図 ３-１９ 帰宅計画（首都直下型地震の際の対応） 

（「防災に関する委員会 アンケート調査結果概要」（日本経団連防災に関する委員会、
2007 年 10 月 22 日）より作成） 
URL: http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2007/083.pdf 
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４.シミュレーション結果 
４.１ シミュレーション実施ケース設定 

実施したケースは以下に示す 19 ケースである。 
 

４.１.１ 基本ケース［①基本］ 
基本的なケースとして、以下の表に示すシミュレーション条件を想定した。 
 

表 ４-１ 基本的なケース［①基本］のシミュレーション条件設定 

項 目 条 件 
発災時刻 12 時 
天候 晴れ 
歩行空間 歩道 
歩行道路 徒歩帰宅者の 2/3 は幹線道路（国道、主要地方道）のみ

を利用するとし、残りの 1/3 は幹線道路だけではなく、準

幹線道路（一般都道府県道）も利用するものとした。 
通行不能となる

橋梁 
なし 

建物倒壊の影響 中央防災会議のデータより求めた 1kmメッシュ毎の建物

倒壊率をもとに、乱数計算により道路区間の建物倒壊数を

設定した。なお、倒壊箇所の歩行空間の幅は片側 1ｍ（両側

2ｍ）になるとした。 
火災の影響 中央防災会議の結果から 1km メッシュ毎の延焼面積率

（延焼面積/メッシュ面積）が 20％を上回るメッシュを通過

する道路区間を発災後 12 時間までは一律に通行不可とし

た。 
帰宅経路混雑情

報 
すべての徒歩帰宅者が帰宅経路混雑情報を利用不可であ

り、直近の道路以外の混雑状況や通行不可状況は把握でき

ないと想定した。 
安否確認 すべての被災者が安否確認を取得できるまでの時間を発

災後 24 時間とし、時間経過により直線的に取得確率が増加

する設定として、乱数計算により取得の有無を決定した。 
（次頁に続く） 
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項 目 条 件 

帰宅開始行動 構築した帰宅開始モデルによって計算されるある時点あ

る状況のもとでの帰宅意向を有する者の割合を用いて、乱

数計算により帰宅を開始するか否かを決定した。 
帰宅開始行動は大きく以下の 2 つに区分される。 

○発災直後に帰宅すると判断したもの（帰宅開始モデルに

より推計） 
原則として、発災後 1 時間の間に平均的に帰宅行動を開始

すると想定。 
○発災後 1 時間時点での待機者 
 待機者をまず以下のように 3 区分し（アンケートによる

回答シェアに基づく）、それぞれについて、帰宅開始モデ

ルに従い、以下の考え方で帰宅行動を開始すると想定。

 ・当日帰宅開始者  ：原則として、発災１時間後から

10 時間後までの間に平均的に帰

宅を開始 
 ・翌朝帰宅開始者  ：原則として、翌朝 6 時から 9 時

までの 3 時間の間に平均的に帰

宅を開始 
 ・それ以降帰宅開始者：原則として、シミュレーション

時間内（発災後 33 時間）は帰宅

を開始しない。 
 

４.１.２ 帰宅者全員が幹線道路のみを利用するケース［②全員幹線道路利用］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「歩行道路」のみを変更し、徒歩

帰宅者全員が幹線道路（国道、主要地方道）のみを利用して帰宅する場合を想

定した。 
 

４.１.３ 悪天候ケース［③悪天候］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「天候」のみを変更し、発災時の

天候が雨または積雪の場合を想定した。なお、天候は発災翌日も変わらないも

のとした。 
 

４.１.４ ボトルネック部通行不能ケース［④一部橋梁通行不可］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「通行不能となる橋梁」のみを変

更し、徒歩帰宅者による混雑が予測されるボトルネック部の橋梁について、新

しい橋梁あるいは耐震補強済みの橋梁ではあるが、周辺事故等で通行不能とな

った場合を想定し、以下の 2 つの橋梁を通行不能とした。 
・［荒川］四ツ木橋（墨田区/葛飾区） 
・［多摩川］丸子橋（大田区/川崎市） 

※平成 20 年 4 月 21 日誤記修正（世田谷区→大田区/川崎市） 
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４.１.５ 帰宅経路混雑情報等が利用可能なケース［⑤完全情報］ 

基本ケースのシミュレーション条件のうち、「帰宅経路混雑情報」と「安否確

認」を変更し、徒歩帰宅者全員がすべての道路の混雑情報（混雑状況や通行不

能状況）が把握可能となり、さらに、安否確認を取得できるまでの時間が短縮

された場合を想定した。具体的には、混雑情報が把握できることにより、帰宅

経路の変更（迂回）を考える際に、距離だけではなく所要時間も考慮して選択

するようにした。なお、混雑情報は 10 分おきに更新される設定とした。 
また、一般の固定電話や携帯電話以外の各種安否確認手段（災害用伝言ダイ

ヤル 171、携帯電話災害用伝言板、web171 等）やその特性を周知徹底される

ことにより、すべての被災者が安否確認を取得できるまでの時間が、24 時間（①

基本）から 6 時間に短縮された場合を想定した。 
 

４.１.６ 安否確認の迅速化ケース［⑥安否情報改善］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「安否確認」のみを変更し、前述

のように、すべての被災者が安否確認を取得できるまでの時間が、24 時間（①

基本）から 6 時間に短縮された場合を想定した。 
 

４.１.７ 建物の耐震化・不燃化実施ケース［⑦火災無・建物倒壊無、⑧火災無・

建物倒壊無（全員幹線利用）］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「建物倒壊の影響」と「火災の影

響」を変更し、震災時に建物が倒壊して歩行空間が狭くなることがなく、火災

によって通行不能となることもない場合を想定した（⑦）。このケースの検討を

行うこととしたのは、建物の耐震化や不燃化が進められることによる効果を測

るとともに、地震の規模や発災時の風速等の条件が想定よりも緩く、火災や建

物倒壊による通行不能道路の発生がわずかにとどまる場合における混雑状況を

調べる上で、火災や建物倒壊による影響を含めないケースの検討を行うことが

効果的であると考えられることによる。 
以上のほか、この想定に加えて「歩行道路」も変更し、徒歩帰宅者全員が幹

線道路（国道、主要地方道）のみを利用して帰宅する場合も想定した（⑧）。 
 

４.１.８ 翌日帰宅ケース［⑨1/3 翌日帰宅、⑩1/2 翌日帰宅］ 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「帰宅開始行動」のみを変更し、

何らかの方法によって会社や学校での待機要請が実施され、一定の割合（⑨1/3、
⑩1/2）の人が翌日以降に帰宅するケースを想定した。このとき、翌日までの待

機者としては、会社員等、学生、防災担当者を想定し、買い物客は対象としな

い。 
この施策に伴う翌日帰宅開始者は、翌朝 6 時になるまでは、いかなる条件で

も帰宅を開始しないものとし、翌朝の 6 時から 12 時までの 6 時間の間に帰宅

を開始するものとした。 
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４.１.９ 各種の方策を複合的に実施したケース［⑬究極対策］ 
翌日帰宅の実施、帰宅経路混雑情報が利用可能、建物の耐震化・不燃化等、

基本ケースに対して、以下に示す方策をすべて考慮した場合を想定した。 
・帰宅経路混雑情報が利用可能（完全情報） 
・安否確認の迅速化（6 時間で完全取得） 
・建物の耐震化・不燃化 
・1/2 を翌日帰宅（買い物客を除く） 
 

４.１.１０ 時差帰宅ケース（⑭、⑮） 
基本ケースのシミュレーション条件のうち、「帰宅開始行動」のみを変更し、

何らかの方法によって会社や学校での時差帰宅要請が実施され、一定の割合の

人が一定範囲の時間差を設けて帰宅するケースを想定した。具体的には、発災

直後の時点での効用関数の比較により「会社にとどまらず帰宅する」行動を選

択する人が、発災後 3 時間（⑭）又は 6 時間（⑮）の範囲で時間差をつけて帰

宅するケースを設定した。なお、基本ケース（①）では、発災してから帰宅す

るまでの片づけや身支度にかかる時間の幅を考慮して、この時間を１時間とし

てシミュレーションを行っている。 
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1時間の間に帰宅開始［①基本］

3時間の間に帰宅開始［⑭時差帰宅（3時間）］

6時間の間に帰宅開始［⑮時差帰宅（6時間）］

 
図 ４-１ 発災後経過時間別の帰宅開始者 

 
４.１.１１ 火災無ケース（⑯、⑰、⑱、⑲） 

「火災の影響」の想定は、風速 15m/s での火災による延焼面積率が 20％を上

回るメッシュを通過する道路区間を発災後 12 時間までは一律に通行不可とし

ている。風速 15m/s のケースは、火災の影響が非常に大きくなるケースである

ため、風速が低い場合等における状況の相違を考慮した影響の幅を見る観点か

ら、完全情報（⑯）、1/3 翌日帰宅（⑰）、完全情報と 1/3 翌日帰宅の複合（⑱）、

時差帰宅(3 時間)（⑲）のケースで「火災の影響」がない場合を想定した。 
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表 ４-２ ケース想定 

ケース 天候 
幹線道路 

のみ利用者

一部橋梁

通行不可
建物倒壊 

火災 
（「有」の場合
は風速 15m/s）

経路情報

提供 

安否情報

提供改善
翌日帰宅 時差帰宅 

①基本 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 無 無 無 

②全員幹線道路利用 晴れ 100％ 無 有 有 無 無 無 無 

③悪天候（雨または積雪） 悪天候 66.7％ 無 有 有 無 無 無 無 

④一部橋梁通行不可 晴れ 66.7％ 有 有 有 無 無 無 無 

⑤完全情報 晴れ 66.7％ 無 有 有 有 有 無 無 

⑥安否情報改善 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 有 無 無 

⑦火災無・建物倒壊無 晴れ 66.7％ 無 無 無 無 無 無 無 

⑧火災無・建物倒壊無（全員幹線利用） 晴れ 100％ 無 無 無 無 無 無 無 

⑨1/3 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 無 1/3 無 

⑩1/2 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 無 1/2 無 

⑪完全情報・1/3 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 有 有 有 1/3 無 

⑫完全情報・1/2 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 有 有 有 1/2 無 

⑬究極対策ケース 晴れ 66.7％ 無 無 無 有 有 1/2 無 

⑭時差帰宅（3時間） 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 無 無 3 時間 

⑮時差帰宅（6時間） 晴れ 66.7％ 無 有 有 無 無 無 6 時間 

⑯火災無・完全情報 晴れ 66.7％ 無 有 無 有 有 無 無 

⑰火災無・1/3 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 無 無 無 1/3 無 

⑱火災無・完全情報・1/3 翌日帰宅 晴れ 66.7％ 無 有 無 有 有 1/3 無 

⑲火災無・時差帰宅（3 時間） 晴れ 66.7％ 無 有 無 無 無 無 3 時間 
注 1）次の条件は全てのケースで共通である。「発災時刻＝12 時、歩行空間＝歩道、迂回＝有、裏道考慮＝無」 
注 2）⑤完全情報ケースは、徒歩帰宅者全員がすべての道路の混雑情報（混雑状況や通行不能状況）が把握可能となり、さらに安否確認を取得できるまで

の時間が 24 時間（基本）から 6時間に短縮された場合を想定 
注 3）⑬究極対策ケースは「完全情報＋1/2 翌日帰宅＋火災無・建物倒壊無」を想定 
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４.２ シミュレーション結果のまとめ 
全ケースのシミュレーション結果（3 シード平均※7）を以下に示す。 

 
４.２.１ ケース別平均歩行速度（発災後 33 時間までに帰宅済み） 

発災後 33 時間までに帰宅済みの徒歩帰宅者の平均歩行速度を、出発地域（全域、

23 区、都心 3 区）別に図 ４-２～図 ４-４に示す。 
基本的なケース（①基本）では、全域で 3.16km/h、23 区出発者は 2.75 km/h、

都心 3 区出発者は 2.70 km/h という結果であり、都心部を出発する場合に歩行速度

が遅くなる傾向にある。最も平均歩行速度が速いのは、すべての方策を考慮したケ

ース（⑬究極対策）であり、逆に最も遅いのは、帰宅者全員が幹線道路のみを利用

するケース（②全員幹線道路利用）であった。 
 

発災後33時間までに帰宅済みの人【全域】
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図 ４-２ 平均歩行速度（全域） 

 
 
 

 
 

 

                                            
※7 異なる 3 パターンのシードで計算を実施した結果の平均値（「3 シード平均」という。）は、10
シード平均と比べても大きな差異はなかったことから、本シミュレーションでは 3 シード平均を

用いることとした。ただし、特定地点間の所要時間等についてはより精度の高い分析が必要とな

る場合がある。 

 

 

全帰宅者 



 31

発災後33時間後までに帰宅済みの人【東京23区出発者】
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図 ４-３ 平均歩行速度（23 区出発者） 

 
 
 

発災後 33時間後までに帰宅済みの人【都心3区出発者】
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図 ４-４ 平均歩行速度（都心 3区出発者） 

 
 
 
なお、代表的なケースとして、①基本ケースにおける時系列の歩行速度分布図を次

ページ以降に示す。 

 

 

都心３区発

 

 

２３区発 
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図 ４-５ ①基本ケースにおける歩行速度（13 時 00 分） 
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図 ４-６ ①基本ケースにおける歩行速度（14 時 00 分） 

ケース① （12 時発災、天候：晴れ、幹線以外一部利用、全橋梁通行可、建物倒壊考

慮：有、火災考慮：有、帰宅経路混雑情報利用不可、安否情報提供改善：無） 
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図 ４-７ ①基本ケースにおける歩行速度（15 時 00 分） 
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図 ４-８ ①基本ケースにおける歩行速度（16 時 00 分） 

ケース① （12 時発災、天候：晴れ、幹線以外一部利用、全橋梁通行可、建物倒壊考

慮：有、火災考慮：有、帰宅経路混雑情報利用不可、安否情報提供改善：無） 
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４.２.２ 基本ケースでの混雑状況 

満員電車状態の道路に滞在する時間が 3 時間を超える帰宅者の割合は、全域で約

16％であり、23 区出発者では約 31％、都心 3 区出発者では約 38％となっている（図 
４-９）。人数ベースで見ると、満員電車状態の道路に滞在する時間が 3 時間を超え

る帰宅者数は、全域で約 201 万人であり、23 区出発者では約 183 万人、都心 3 区

出発者では約 75 万人となっている（図 ４-１１）。 
なお、震災時に建物が倒壊して歩行空間が狭くなることがなく、火災によって通

行不能となることもない場合を想定したケース（⑦）では、満員電車状態の道路に

滞在する時間が 3 時間を超える帰宅者の割合は、全域で約 4％、23 区出発者で約 7％、

都心 3 区出発者で約 13％となっている（図 ４-１０）。 
また、丸の内を基点とした主要な帰宅地別の混雑度ランク別の平均帰宅所要時間

を見ると、例えば、丸の内から和光市（距離約 21km）への帰宅には、通常約 5 時

間のところを約 15 時間かかり、そのうち約 9 時間は満員電車状態の場所(混雑度ラ

ンク A の場所)に滞在するという結果となっている（図 ４-１３）。また、横浜市（距

離約 32km）へは、通常約 8 時間のところ約 15 時間かかり、さいたま市（距離約

25km）へは、通常約 6 時間のところ約 11 時間かかる結果である。 
 

表 ４-３ 混雑度ランクの定義 

混雑度
ランク

混雑状況　[（　）内は混雑度（人/㎡)］
混雑度
（人/㎡)

歩行速度
（km/h）

Ａ 群集なだれが引き起こされる（7.2）*1 6～ ～0.4

ラッシュアワーの満員電車の状態（6.0-6.5）*3

ラッシュアワーの駅の改札口付近（6.0-6.5）*3

Ｂ ラッシュアワーの駅の階段周辺（5.5-6.0）*3 5.25～6 0.4～1

危険性を伴う群集の圧力と心理的ストレスが

大きくなり始める（5.4）*2

C
駅の連絡路のラッシュ時で極めて混雑した状

態（4.5-5.0）*3 4～5.25 1～2

エレベータ内の満員状態（4.0-4.5）*3

D 劇場での満員状態（3.5-4.0）*3 2.75～4 2～3

ラッシュ時のオフィス街路（2.5-3.0）*3

Ｅ 街路等で普通の歩行ができる（1.5-2.0）*3 1.5～2.75 3～4

Ｆ 街路で前の人を追い越せる状態（1.0-1.5）*3 ～1.5 4

街路で普通に混まずに歩ける（0.5-1.0）*3

出典）*1：原文(*2)では、「個人個人の意志による行動が不可能となる。力のバランスの変化が群衆の中を

       増幅し伝わって、群衆［の重み］による破壊的な力を解放する急激で制御できない［圧力の］サージ

       （急激な高まり）を引き起こすといった現象が生じる」と記述されている。」

      *2：「Crowd Dynamics and Auditorium Management（群衆行動と集客施設管理）」Dr.John、J. Fruin

　　　*3：「雑踏警備業務の手引き」社団法人全国警備業協会  
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図 ４-９ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率〔出発地別〕 

（①基本） 
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図 ４-１０ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率〔出発地別〕 

（⑦火災無・建物倒壊無） 
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図 ４-１１ 満員電車状態の道路内滞在時間別の帰宅者数〔出発地別〕 

（①基本） 
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図 ４-１２ 満員電車状態の道路内滞在時間別の帰宅者数〔出発地別〕 

（⑦火災無・建物倒壊無） 
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図 ４-１３ 丸の内を基点とした帰宅地別平均所要時間とその混雑度ランク別内訳 

（①基本） 
※図中の（）内の数値は、平常時に時速 4km/h で歩行した場合の所要時間 
※到着地点は、各市役所を含むゾーンの重心メッシュを意味する。  
※特定地点間の所要時間等について精度の高い分析を行うためには、より多くのシード（乱

数の初期値）で検討を行う必要があるが、今回は３パターンのみのシードによる計算結
果の平均値を用いている。得られた結果の解釈に際しては、この点について十分留意さ
れたい。 
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４.２.３ 施策実施効果 
（１）満員電車状態の道路内滞在時間別の帰宅者割合 

ア 一定割合（1/3、1/2）を翌日に分散して帰宅 

施策的に、ある一定割合を翌日の 6 時から 12 時の間に帰宅させるようにした場

合、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在する帰宅者の割合は減少する。例え

ば、この翌日帰宅割合を 1/3 にした場合は約 5 割（⑨）、1/2 にした場合は約 7 割（⑩）

が全体で減少する。なお、都心 3 区出発者では、1/3 にした場合は約 6 割、1/2 に

した場合は約 8 割が減少する。 
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75万人
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図 ４-１４ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（都心 3 区出発者） 
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183万人
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50万人

 
図 ４-１５ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（23 区出発者） 
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図 ４-１６ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（全帰宅者） 



 38

イ 時差帰宅（当日帰宅者の時差帰宅） 
発災後すぐの時点で「帰宅する」を選択した人の帰宅については、発災後１時間

以内に分散して行われると仮定して計算を実施している。満員電車状態の道路に 3
時間を超えて滞在する帰宅者の割合は、施策的に、帰宅の分散時間の長さを長くす

るに従い減少する。例えば、3 時間の幅で時間差帰宅した場合は約 2 割（⑭）、6 時

間の幅で時差帰宅した場合は約 3 割（⑮）が全体で減少する。なお、23 区出発者

や都心 3 区出発者の場合も同様の割合が減少する。 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①基本

⑭時差帰宅（3時間）

⑮時差帰宅（6時間）
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図 ４-１７ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（都心 3 区出発者） 
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図 ４-１８ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（23 区出発者） 
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図 ４-１９ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率 

（全帰宅者） 
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ウ 複数の安否確認システムの活用による安否確認の迅速化（安否情報提供改善） 
安否確認が完全に取得できるまでの時間が、24 時間から 6 時間に短縮された場

合（①、⑥の比較）、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在する帰宅者の割合

の減少率は全体で 1 割弱となる。 
 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①基本

⑥安否情報改善

10時間超
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図 ４-２０ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（都心 3区出発者） 
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図 ４-２１ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（23 区出発者） 
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図 ４-２２ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（全帰宅者） 
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エ 帰宅経路混雑情報等が利用可能（完全情報） 
基本ケースでは、徒歩帰宅者は現在いる場所の直近の道路の混雑状況しか把握で

きず、それ以外の場所の混雑情報や通行止情報は利用できないと仮定して計算を実

施している。 
これに対して、すべての道路の混雑状況や火災等による通行止情報が把握可能に

なったと仮定すると、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在する帰宅者の割合

は少なくなる。例えば、基本ケースの場合は全体で約 6 割減少し（①、⑤の比較）、

1/3 を翌日帰宅するようにした場合は、約 7 割が全体で減少する（⑨、⑪の比較）。 
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⑤完全情報

⑨1/3翌日帰宅

⑪完全情報・1/3翌日帰宅

⑩1/2翌日帰宅

⑫完全情報・1/2翌日帰宅
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3～5時間
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1分～1時間
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15万人
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図 ４-２３ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（都心 3区出発者） 
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183万人
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図 ４-２４ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（23 区出発者） 
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図 ４-２５ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（全帰宅者） 
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オ 一部の人が幹線以外の道路も利用 
帰宅者の 1/3 が、幹線道路（国道、主要地方道）だけではなく準幹線道路（一般

都道府県道等）も利用する場合（①基本）、全員が幹線道路のみを利用する場合（②

全員幹線道路利用）に比べて、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在する人の

割合は、全体で 2 割弱減少する。 
 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

②全員幹線道路利用

①基本

10時間超
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図 ４-２６ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（都心 3区出発者） 
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図 ４-２７ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（23 区出発者） 
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図 ４-２８ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（全帰宅者） 
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カ 耐震化・不燃化等の推進 
震災による火災や建物倒壊がともに発生しないとした場合、3 時間を超えて満員

電車状態の道路に滞在する帰宅者の割合は大きく減少（全体で約 7 割減少）する。 
なお、建物の耐震化・不燃化等が進展しても、火災等が完全に無くなる事態は想

定し難いが、火災等がわずかにとどまる場合の混雑状況を把握する上で、あるいは

地域・方面別の混雑状況の傾向を火災等の影響を考慮せずに比較する上で、火災等

の発生の影響を受けないケースの検討を行うことは意義があることから、このよう

なケースでのシミュレーションを行ったものであり、耐震化・不燃化等の進展によ

りここまでの効果がそのまま得られるものではないことに留意する必要がある。 
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図 ４-２９ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（都心 3区出発者） 
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図 ４-３０ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（23 区出発者） 
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図 ４-３１ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（全帰宅者） 

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間

10時間超
5～10時間
3～5時間
1～3時間
1分～1時間



 44

 

また、丸の内を基点とした主要な帰宅地への平均所要時間とその混雑度ランク別

内訳（図 ４-３２）を見ると、基本ケースに比べて、和光市では約 6 割、目黒区・

江戸川区では約 2 割、帰宅にかかる時間が減少する。 
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図 ４-３２ 丸の内を基点とした帰宅地別平均所要時間とその混雑度ランク別内訳 

（⑦火災無・建物倒壊無） 
※図中の（）内の数値は、平常時に時速 4km/h で歩行した場合の所要時間 
※到着地点は、各市役所を含むゾーンの重心メッシュを意味する。  
※特定地点間の所要時間等について精度の高い分析を行うためには、より多くのシード（乱

数の初期値）で検討を行う必要があるが、今回は３パターンのみのシードによる計算結
果の平均値を用いている。得られた結果の解釈に際しては、この点について十分留意さ
れたい。 
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キ 各種の対策を複合的に実施（究極対策） 
翌日宅の実施、帰宅経路混雑情報が利用可能、建物の耐震化・不燃化等、各種の

対策を複合的に実施した場合※には、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在す

る帰宅者は激減する。 
※基本ケースに対して以下の方策を考慮 

   ・1/2 を翌日帰宅（買い物客を除く） 
   ・帰宅経路混雑情報等が利用可能（完全情報） 
   ・建物の耐震化・不燃化 
   ・安否確認の迅速化（6 時間で完全取得） 

 
 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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⑬究極対策ケース
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図 ４-３３ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（都心 3区出発者） 
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図 ４-３４ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（23 区出発者） 
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図 ４-３５ 満員電車状態の道路上の滞在時間別の占有率（全帰宅者） 
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また、丸の内を基点とした主要な帰宅地への平均所要時間とその混雑度ランク別

内訳（図 ４-３６）を見ると、混雑区間が激減することで、平常時に近い所要時間

となっている。 
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図 ４-３６ 丸の内を基点とした帰宅地別平均所要時間とその混雑度ランク別内訳 

（⑬究極対策ケース） 
※図中の（）内の数値は、平常時に時速 4km/h で歩行した場合の所要時間 
※到着地点は、各市役所を含むゾーンの重心メッシュを意味する。 
※特定地点間の所要時間等について精度の高い分析を行うためには、より多くのシード（乱

数の初期値）で検討を行う必要があるが、今回は３パターンのみのシードによる計算結
果の平均値を用いている。得られた結果の解釈に際しては、この点について十分留意さ
れたい。 
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（２）満員電車状態の道路にいる時間別の帰宅者数 

ア 一定割合（1/3、1/2）を翌日に分散して帰宅 
施策的に、ある一定割合を翌日の 6 時から 12 時の間に帰宅させるようにした場

合、満員電車状態の道路に滞在する帰宅者数は減少する。例えば、この分散割合を

1/3 にした場合（⑨）、満員電車状態の道路に 3 時間を超えて滞在する帰宅者数は約

5 割、1/2 にした場合（⑩）は約 7 割が全体で減少する。 
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図 ４-３７ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-３８ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-３９ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４０ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４１ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 

 
 
イ 時差帰宅（当日帰宅者の時差帰宅） 
発災後すぐの時点で「帰宅する」を選択した人の帰宅について、発災後１時間以

内に分散して行われると仮定して計算を実施している。満員電車状態の道路にいる

時間が 3 時間を超える帰宅者数は、施策的に、帰宅の分散時間の長さを長くするほ

ど減少する。例えば、この分散時間を 3 時間にのばした場合（⑭）は約 2 割、6 時

間にのばした場合（⑮）は約 3 割が全体で減少する。 
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図 ４-４２ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-４３ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４４ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４５ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４６ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 
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ウ 安否確認の迅速化（複数の手段の活用等による安否情報提供改善） 
安否確認が完全に取得できるまでの時間が、①基本の 24 時間から 6 時間に短縮

された場合（⑥）、満員電車状態の道路に滞在する時間が 3 時間を超える帰宅者数

は全体で 1 割弱減少する。 
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図 ４-４７ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-４８ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-４９ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-５０ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-５１ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 

 
 
エ 帰宅経路混雑情報等が利用可能（完全情報） 
すべての徒歩帰宅者が帰宅経路混雑情報を利用不可であり、直近の道路以外の混

雑状況や通行不可状況は把握できないと仮定して計算を実施している。すべての道

路の混雑状況や火災による通行不可が把握可能になると、満員電車状態の道路にい

る時間が 3 時間を超える帰宅者は減少し、例えば、基本ケース（①）に対しては、

全体で約 6 割減少し（⑤）、1/3 を翌日の 6 時から 12 時の間に帰宅させるようにし

た場合（⑪）は、約 7 割が全体で減少する。 
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図 ４-５２ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-５３ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 

 



 52

0 50 100 150 200 250

①基本

⑤完全情報

⑨1/3翌日帰宅

⑪完全情報・1/3翌日帰宅

⑩1/2翌日帰宅

⑫完全情報・1/2翌日帰宅

(万人）

201

72

94

9

都心3区発

23区発（都心3区を除く）

23区以外発

中間色

淡色

濃色

28

52

 
図 ４-５４ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-５５ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-５６ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 
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オ 一部の帰宅者が幹線以外の道路も利用 
帰宅者の 1/3 が、幹線道路（国道、主要地方道）だけではなく準幹線道路（一般

都道府県道等）も利用する場合（①）は、全員が幹線道路のみを利用する場合（②）

に比べて、満員電車状態の道路を通過する時間が 3 時間を超える帰宅者数は全体で

2 割弱減少する。 
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図 ４-５７ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-５８ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-５９ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６０ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６１ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 

 
 
カ 耐震化・不燃化等の推進 
火災や建物倒壊が発生しないとした場合、満員電車状態の道路にいる時間が 3 時

間を超える帰宅者数は大きく減少する。火災等が発生しないことにより、例えば、

満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数は、全体で約 7 割減少す

る。 
なお、建物の耐震化・不燃化等が進展しても、火災等が完全に無くなる事態は想

定し難いが、27 頁の４.１.７で記したように、火災等の発生がわずかにとどまる場

合の混雑状況を把握する上で火災等による影響を含めないケースでのシミュレー

ションの実施の意義があることから、このようなケースでのシミュレーションを行

ったものであり、耐震化・不燃化等の進展によりここまでの効果がそのまま得られ

るものではないことに留意する必要がある。 
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図 ４-６２ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-６３ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６４ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６５ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６６ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 

 
 
キ 各種の方策を複合的に実施（究極対策） 
各種の対策（1/2 翌日帰宅、帰宅経路混雑情報提供、安否情報提供改善、建物の

耐震化・不燃化等）を複合的に実施した場合（⑬）には、満員電車状態の道路にい

る時間が 3 時間を超える帰宅者は約 0.6 万人にまで激減する。 
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図 ４-６７ 満員電車状態の道路を通る帰宅者数 
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図 ４-６８ 満員電車状態の道路にいる時間が 1 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-６９ 満員電車状態の道路にいる時間が 3 時間を超える帰宅者数 
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図 ４-７０ 満員電車状態の道路にいる時間が 5 時間を超える帰宅者数 

 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

①基本

⑬究極対策ケース

(万人）

都心3区発

23区発（都心3区を除く）

23区以外発

中間色

淡色

濃色

36

0

 
図 ４-７１ 満員電車状態の道路にいる時間が 10 時間を超える帰宅者数 
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ク まとめ〔ケースごとの満員電車状態の道路にいる時間別人口〕 

 
表 ４-４ ケースごとの満員電車状態の道路にいる時間別人口（全域） 

１時間以上 ３時間以上 ５時間以上 １０時間以上

①基本 299 201 135 36
②全員幹線道路利用 338 242 164 48
③悪天候 239 159 106 28
④一部橋梁通行不可 299 201 135 35
⑤完全情報 191 72 30 3
⑥安否情報改善 281 185 122 34
⑦火災無・建物倒壊無 133 54 22 4
⑧火災無・建物倒壊無（全員幹線利用） 203 101 48 8
⑨1/3翌日帰宅 146 94 62 11
⑩1/2翌日帰宅 84 52 34 6
⑪完全情報・1/3翌日帰宅 85 28 10 0.2
⑫完全情報・1/2翌日帰宅 39 9 2 0.0
⑬究極対策ケース 8 0.6 0.0 0.0
⑭時差帰宅（3時間） 246 159 98 24
⑮時差帰宅（6時間） 194 131 79 19
⑯火災無・完全情報 122 30 10 0.5
⑰火災無・1/3翌日帰宅 28 7 2 0.1
⑱火災無・完全情報・1/3翌日帰宅 31 4 0.4 0.0
⑲火災無・時差帰宅（3時間） 104 48 22 4

満員電車状態の道路にいる時間別人口(万人）
ケース

 
（注）発災後 33 時間後までに自宅にたどり着いた人を対象とした数値。翌日帰宅者等の中にはま

だ帰り着いていない人もいる。 
 

表 ４-５ ケースごとの満員電車状態の道路にいる時間別人口（23 区出発者） 

１時間以上 ３時間以上 ５時間以上 １０時間以上

①基本 267 183 124 33
②全員幹線道路利用 296 217 150 45
③悪天候 216 146 98 27
④一部橋梁通行不可 267 183 125 33
⑤完全情報 175 67 28 3
⑥安否情報改善 252 169 112 32
⑦火災無・建物倒壊無 112 44 16 2
⑧火災無・建物倒壊無（全員幹線利用） 173 87 40 4
⑨1/3翌日帰宅 133 88 59 11
⑩1/2翌日帰宅 78 50 32 6
⑪完全情報・1/3翌日帰宅 81 27 10 0.2
⑫完全情報・1/2翌日帰宅 37 9 2 0.0
⑬究極対策ケース 7 0.6 0.0 0.0
⑭時差帰宅（3時間） 221 146 92 23
⑮時差帰宅（6時間） 176 120 74 19
⑯火災無・完全情報 107 26 9 0.3
⑰火災無・1/3翌日帰宅 24 6 1.2 0.0
⑱火災無・完全情報・1/3翌日帰宅 28 4 0.4 0.0
⑲火災無・時差帰宅（3時間） 92 43 19 3

ケース
満員電車状態の道路にいる時間別人口(万人）

 
（注）発災後 33 時間後までに自宅にたどり着いた人を対象とした数値。翌日帰宅者等の中にはま

だ帰り着いていない人もいる。 
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表 ４-６ ケースごとの満員電車状態の道路にいる時間別人口（都心３区出発者） 

１時間以上 ３時間以上 ５時間以上 １０時間以上

①基本 114 75 49 11
②全員幹線道路利用 124 89 59 15
③悪天候 92 59 38 9
④一部橋梁通行不可 114 75 49 11
⑤完全情報 88 35 15 2
⑥安否情報改善 106 68 43 11
⑦火災無・建物倒壊無 65 26 11 0.9
⑧火災無・建物倒壊無（全員幹線利用） 96 49 23 3
⑨1/3翌日帰宅 51 32 21 3
⑩1/2翌日帰宅 29 17 11 2
⑪完全情報・1/3翌日帰宅 42 15 5 0.0
⑫完全情報・1/2翌日帰宅 16 5 1.3 0.0
⑬究極対策ケース 4 0.4 0.0 0.0
⑭時差帰宅（3時間） 92 62 39 9
⑮時差帰宅（6時間） 72 50 31 8
⑯火災無・完全情報 61 15 4 0.2
⑰火災無・1/3翌日帰宅 15 3 0.8 0.0
⑱火災無・完全情報・1/3翌日帰宅 17 2 0.1 0.0
⑲火災無・時差帰宅（3時間） 50 24 12 2

ケース
満員電車状態の道路にいる時間別人口(万人）

 
（注）発災後 33 時間後までに自宅にたどり着いた人を対象とした数値。翌日帰宅者等の中にはま

だ帰り着いていない人もいる。 
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４.３ シミュレーション結果から導かれる帰宅状況のまとめ 

首都直下地震発生後の帰宅者の状況と各種の対策の効果について、シミュレーシ

ョン結果から導かれる内容を以下にまとめる。 
以下には、平日の正午に発生した場合における状況についてまとめる。特に条件

を期さない限り、風速 15m/s の強風で火災延焼が発生しやすい状況の下での状況を

示す。 
なお、シミュレーションにおいては、各種の限界（５．を参照）があり、結果の

解釈にあたってはこのような点に十分留意する必要がある。 
 

４.３.１ 特段の対策を講じない場合に発生が見込まれる状況（ケース①） 
ｱ）特段の対策を講じない場合には、路上にあふれた帰宅者により、ラッシュアワ

ーの満員電車の状態に近く、群集なだれが引き起こされる危険性がある、満員

電車状態の場所を通って帰らざるを得ない人が約 475 万人※8発生すると見込

まれる。 
ｲ）都心 3 区から帰宅する人の 8 割弱、23 区から帰宅する人の約 6 割、全体の 4

割弱がこのように混雑した状態の場所を通って帰らざるを得なくなると見込

まれる※9。 
ｳ）このような非常に混雑した状態に 3 時間以上にわたって置かれる人も全体で

約 200 万人※10にのぼる。 
ｴ）多くの帰宅者が集中する都心部や火災が発生している箇所の周辺部で、非常

に混雑した状態が多く発生する。 
ｵ）多くの帰宅者が通過する道路同士の交差点部で停電等で信号が停止し、交通

整理の要員も確保できないような場合には、交通容量の低下によりシミュレー

ションの結果以上に激しい混雑が発生することがある。 
ｶ）多くの人の流れとは逆の方向に歩く人は、大きく歩行速度が低下し、場合に

よっては移動が困難となる可能性もある。 
ｷ）非常に混雑した道路上を長時間歩くことは、体力が無い人や傷病者にとって

は大変厳しく、手当や保護を必要とする人が多く発生する事態も想定される。 
ｸ）大勢の徒歩帰宅者が混雑した道路を経由して遅い速度での帰宅を余儀なくさ

れることに伴い、帰宅経路近傍におけるトイレや休憩所の確保が大きな課題と

なる。 

                                            
※8 例えば、47 頁の図 ４-３７の「①基本」のグラフを参照。 
※9 45 頁の図 ４-３３、図 ４-３４、図 ４-３５参照。 
※10 例えば、47 頁の図 ４-３９の「①基本」のグラフを参照。 
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４.３.２ 各種の対策の実施による効果 
対策の効果を表す指標としては、様々なものが考えられるが、以下には「ラッシュ

アワーの満員電車の状態に近く、群集なだれが引き起こされる危険性がある、満員電

車状態の場所（ランク A の場所）にいる時間が 3 時間を超える人の数」を指標として

各種の施策の効果を比較する。 
①1/3 の人の翌日帰宅で約半分に※11、半分の人の翌日帰宅で約 1/4 に※12減少する。帰

宅者を発災翌日に分散させる施策の効果は非常に大きい。 
②発災直後の帰宅行動を発災後 3 時間の範囲で時差をつけて行うようにできれば約 2
割※13、発災後 6 時間の範囲で時差をつけて行うようにできれば約 1/3※14減少する。

時差帰宅も効果的である。 
③火災や建物倒壊が発生しない場合には約 7 割※15減少する。なお、住宅の耐震化・

不燃化等が進むことによる効果はこの一部として評価することができる。 
④帰宅経路の混雑状況等が完全にわかるようになることにより、約 6 割※16減少する。

実際には、対策を講じても帰宅経路の混雑状況についての完全な情報の把握は困難

であると考えられるほか、現況においても帰宅経路の混雑状況についての情報が全

く得られないわけではないと考えられることから、情報提供の改善に伴う効果はこ

の一部となる。ただし、誤った情報が流れること等による混乱が相当程度防げるよ

うになれば、情報提供改善効果は実際にはもっと大きい可能性がある。 
⑤安否情報の確認がとれる時間が早くなることにより（24 時間から 6 時間に短縮す

るとした場合）、約 1 割減少※17する。なお、安否情報の確認がとれることは、時差

帰宅や翌日帰宅を行う上での前提要因となるものであることから、約 1 割という数

字のみをもって、その効果が少ないとみなすのは適当ではない。 
⑥各種の対策（1/2 翌日帰宅、帰宅経路混雑情報提供、安否情報改善、建物の耐震化・

不燃化等）を複合的に実施する場合には激減する※18。 
 
なお、非常に混雑した状態の場所で耐えられる時間は人によって異なる。体が弱い

人の場合には、短い時間でもそのような場所にいれば健康を害する可能性がある。身

体が不自由な人や既に健康を損ねている人の場合、さらに厳しい状況となることも考

えられる。 
 
 
                                            
※11 全域におけるケース①(基本)とケース⑨（1/3 翌日帰宅）との比較結果に基づく。 
※12 全域におけるケース①(基本)とケース⑩（1/2 翌日帰宅）との比較結果に基づく。 
※13 全域におけるケース①(基本)とケース⑭（時差帰宅(3 時間)）との比較結果に基づく。 
※14 全域におけるケース①(基本)とケース⑮（時差帰宅(6 時間)）との比較結果に基づく。 
※15 全域におけるケース①(基本)とケース⑦（火災無・建物倒壊無）との比較結果に基づく。 
※16 全域におけるケース①(基本)とケース⑤（完全情報）との比較結果に基づく。 
※17 全域におけるケース①(基本)とケース⑥（安否情報改善）との比較結果に基づく。 
※18 全域におけるケース①(基本)とケース⑬（究極対策）との比較結果に基づく。 
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５.シミュレーションの限界 
今回のシミュレーションモデルには以下の限界があると考えられる。 

 
５.１ 歩行速度の正確性に関する限界 
以下のような理由により、本シミュレーションで出力される歩行速度には不確実性

があり、必ずしも実際の歩行速度を正確に再現できているとは限らないことに注意す

る必要がある。 

 

① 別方向に向かう人の混在に伴う速度低下の影響を考慮していない 

本シミュレーションの速度の決定式では、両方向に向かう歩行者を区別せずに密

度を計算し、密度―速度関係式によって速度を決定している。実際には、主要な通

行方向の交通量と逆方向の交通量の割合如何によって、交通流動が錯綜して干渉し

合い、シミュレーションの結果以上に速度の低下が生じる可能性がある。特に、多

くの人の動きとは逆方向に向かう人の移動は、大きく速度が低下し、場合によって

は移動が困難となる可能性もある。 

 

② 交差点における歩行者群の交差による速度低下や、自動車も含めた錯綜状況を考

慮していない 

交差点においては、各方向からの歩行者の流動量のみならず、自動車の流動状況

や交通整理の実施状況などによって、その通過速度は大きく変化すると想定される

が、本モデルでは、そうした影響を考慮できていない。 

例えば、交差する各方向とも同じ交通容量であり、同じ交通量であるような単純

なケースでも、交差点での交通容量は少なくとも 1/2 以下に制限されると考えられ

る。しかし、このような交差点での歩行速度の低下をモデル上考慮することは非常

に難しい。交差点部の歩道や横断歩道の幅が一般部以上に拡がっている場合がある

ことや車道部にある程度はみ出して歩行する可能性を考慮すれば、交差方向の交通

があっても交通容量が低下しない場合もあると考えられる反面、交通整理の実施の

有無や交差方向の歩行者交通量、自動車の交通状況などの状況によっては、シミュ

レーション結果以上の交通容量が減り速度低下が発生する可能性も十分に考えら

れる。特に、交差する道路の歩行者の交通量が共に飽和容量に近く、信号が消え、

交通整理も行われていない交差点ではその傾向が著しくなることが予想される。そ

のような交差点を、人の流れに逆行して通ることは困難となり、場合によっては危

険な状況が生じる可能性もある。 
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③ 歩行の妨げとなる障害物及び帰宅者以外の歩道上滞留者の存在並びに歩道外空間

の歩行の可能性を基本的には考慮していない 

本モデルでは、歩道幅員をベースに歩行可能面積を設定しているが、実際には、

歩道に占める電柱・歩道橋等の施設、植樹帯、放置自転車、駐車車両、転倒・落下

物などの影響によって、設定した幅員を 100％活用できないことが考えられる。 

また、歩道上の滞留者としては、帰宅者のほかに、地域内で（例えば応急活動や

買い出し活動等のため）歩いている人や、道路上でたむろしている人、避難所へ移

動する人もいるものと考えられる。これらの人の存在に伴う空間の減少はモデル上

考慮していない。 

一方で、自動車の通行状況によっては車道へはみ出した歩行が行われたり、公園

その他の空地を通過した徒歩行動が行われることも想定され、正確な歩行空間を設

定することは極めて困難である。こうした影響により、シミュレーション結果には、

ある程度の不確実性があることに十分に留意する必要がある。 

 

④夜間（特に停電状況の下）における歩行行動の変化を考慮していない 

夜間、特に停電状況の下では、足下に倒壊物・落下物が散乱していたり地盤の変

状により歩道の高さが不均一になっている可能性があることとあいまって、歩行速

度が低下することが十分考えられるが、妥当な設定が困難なことから、本モデルで

は、昼間における歩行速度からの低減を見込んでいない。 

また、停電状況下においては、単に速度が低下するのみならず、周辺が見えない

ことから障害物につまずいたり、人とぶつかったりして怪我をする人が発生し、さ

らにそれを助ける人の輪が交通容量を低下させるといった状況が発生することも

考えられる。 

 

⑤ 混雑に巻き込まれた人の心理等を必ずしも反映していない 

本モデル中の渋滞（混雑）の表現に関するモデルは、渋滞が発生した際の、車の

車間距離にあたる「人と人の間の距離」に関する心理的な分析や、人の物理的な大

きさから決まる最大密度といったものを基礎としたものではない。このため、渋滞

現象が生じる場合でも、その長さや大きさなどは正確に再現できていない。例えば、

歩行速度が時速 400m 以下となっている区間（混雑度Ａ）の中やその手前では、前

の人との間の距離をもっと取りたいという心理が働くものと考えられる。 

例えば、Fruin（1984）※19によれば、混雑度 3.6 人/㎡は、他の歩行者との強制

的な接触や摩擦が生じる日常で敬遠される心理的閾値であるとされている。混雑度

６人／㎡の状態は心理的に敬遠されることが考えられる。また、混雑度は最大でも

7 人／㎡程度とされている。 
今回のモデルでは、以上のような点が考慮されていない。 

                                            
※19 Fruin, J. J. “Crowd Dynamics and Auditorium Management.” Auditorium News. May 1984 , 

http://www.iaam.org/CVMS/IAAMCrowdDyn.doc 
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このような点を考慮した場合、人々が落ち着いた行動を取る限りにおいては、高

い混雑度の箇所がいきなりは形成されず、もう少し低い密度で混雑箇所の手前の方

向に渋滞の列が延びる可能性が高いものと思われる。従って、シミュレーションの

結果上、混雑が発生していないリンクにおいても、付近のボトルネックにおける渋

滞長が伸びることによって混雑が発生する場合も考えられる。 

一方で、火災・流言その他の影響により群衆の間にパニック心理が拡がるような

ことがあれば、今回のシミュレーションの結果以上に、混雑度が高い場所が形成さ

れることも考えられる。 
 
⑥雨天時等における傘の使用による歩行速度低下の影響を考慮していない 

雨天等により傘を使用する人が多くなる場合には、傘の使用により混雑度が一定

以上には増加しにくくなり、同じ混雑度でも、本シミュレーションで見込んでいる

よりも大きな速度低下が生じたり、渋滞の列がより早く長くなったりする傾向が生

じるものと考えられる。 
 
 
５.２ 帰宅時の利用道路の設定に関する限界 
 

⑦ 利用可能な道路の範囲の設定に関する限界 

混雑が激しくなると、付近の地理に詳しい人やトライアル精神旺盛な人の中には、

ネットワークで表現していない細街路等を利用して混雑を迂回する人もいるもの

と考えられる。 

一方、幹線道路以外の道路についての知識が乏しい人や、大勢の群衆と同一の行

動を取ることに安心感を感じる人は、幹線道路のみを利用する傾向が強いものと考

えられる。 

以上の状況は、昼夜の別、停電の有無、混雑の程度、建物の倒壊や火災の程度等

によっても異なってくるものと考えられる。 

本モデルでは、効用関数を求めることを目的としたアンケートにおいて、混雑時

には裏道を利用するとした被験者が約３分の１であったことを参考に、幹線道路に

準じた道路も含めた道路ネットワークを利用する人が全体の３分の１、残りの人は

幹線道路のみを利用することを基本ケースとして設定したが、実際の帰宅困難者等

の行動とは、細部では様々な部分で異なるものと考えられる。 

 

⑧ 利用交通モードの設定 

本モデルでは、道路を使用した徒歩帰宅を対象としたシミュレーションを行って

おり、舟運等他の交通モードの利用は考慮していない。舟運等の活用により、場所

によっては、道路の混雑が緩和できる可能性がある。 
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５.３ 行動時間の設定に関する限界 
 

⑨ 帰宅開始時刻の分布の設定に関する限界 

本シミュレーションにおいては、求めた効用関数を適用した結果、会社等に留ま

るよりも帰宅することを選好した人について、その帰宅開始時間は、発災直後から

1 時間の範囲で行われると想定している。これは、発災直後の判断に基づく行動が

その程度の時間の中で分散的に行われると想定した設定であるが、実際にはもう少

し時間を要する可能性や、特定の時間に行動が集中するといった可能性もある。 

また、最初の１時間に帰宅を開始しなかった人の中で、アンケート結果に基づき

「当日中には帰宅する」と答えた人の割合に相当する人々が、発災後 1～10 時間の

範囲で分散的に帰宅するものと仮定しているが、これについても時間の範囲が前後

する可能性や一定の時間帯に帰宅行動が集中する可能性がある。 

さらに、発災当日に帰宅しなかった人の翌日における帰宅時間帯について、朝 6

～9 時（翌日帰宅ケースの場合の、政策的な翌日帰宅分については朝 6 時～昼 12

時）の中で分散的に行われると仮定しているが、これについても同様の限界がある。 

 

⑩ 休憩時間の設定に関する限界 

本モデルでは、アンケートにより求めた効用関数に従って、帰宅行動を継続する

人と、休憩を取る人に区分されるものとし、1 回の休憩時間は、短期の休憩から仮

眠を取る人までの様々な可能性を考慮し、1 回 2 時間、さらに 2 時間経った後には

効用関数による確率に従って、さらに延長して休息を取ることもあるものとしてい

る（連続休息 4時間以上の場合についても同様の考え方で処理）。 

また、休憩を取り得る箇所は、実際には休憩スペースが確保できる場所に限定さ

れる傾向にあるものと考えられるが、移動中の任意の場所で休憩行動を取り得るも

のとした。 

効用関数では、混雑箇所では休憩行動を取る人の割合が高くなっており、混雑箇

所に差し掛かると休憩行動を取る人が増えているが、実際にそのような場所で適切

な休憩場所を見つけられない可能性もある。 

また、混雑箇所における滞在時間が長くなったりすると、アンケートで求めたも

の以上の割合の人々が休憩を取る可能性もある。 

 
５.４ 延焼火災の取り扱いに関する限界 
 

⑪ 火災で通れない地域や時間の設定は一つの仮想条件の場合のみである 

延焼火災地域とその規模や時間的な延焼範囲の分布は、気象条件や確率的な事象

によって決定され、状況により様々な場合が生じ得るものと考えられるが、本シミ

ュレーションでは東京湾北部地震の風速 15m/s のケースの被害想定において延焼
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面積率が20％を上回るメッシュについては発災直後から発災12時間後の段階まで

通れないものと仮定した場合についてのみ計算を行った。このため、本シミュレー

ションから得られる混雑の程度やその地域的な偏在性などは実際とは異なる可能

性があることに留意する必要がある。 

 

⑫ 火災箇所への突入回避ロジック設定における限界 

本モデルでは、「完全情報」のケースでは、火災発生箇所について発災直後の時

点から完全な情報を持ち、効果的な回避が可能であると設定している。 

しかし、実際には、いくら情報の流通が改善されたとしても火災箇所の正確な把

握には困難が伴うものと考えられる。 

一方、本モデルでは、「完全情報」以外のケースでは、火災により通行不能とな

っている道路リンクに来てから初めて火災箇所を迂回する行動を取り、その事につ

いての学習効果をもたずに、場合によっては火災箇所周辺を、火の手の無い経路を

見つけられずに動き回る場合もあり得るという行動ロジックとしている。 

しかし、「完全情報」以外のケースの場合でも、ある程度離れた場所から火災の

概況を察知し迂回行動等を取り得る可能性も十分ある。ただし、あちこちで火の手

が上がっているような場合には、本モデルで想定する以上に混乱した行動が取られ

る可能性もある。 

 
５.５ アンケート調査で表明された「自己認識」に基づく行動と、実際の行動とのか

い離に伴う限界 
 

⑬ 帰宅行動に関する「自己認識」と「実力」のかい離に起因して、帰宅可能距離等

がモデルと実際とで異なる可能性がある 

本モデルで求めた効用関数では、自宅までの距離が 30km、40km といった長距離

の人でも相当程度の割合で徒歩帰宅行動を選択する意向が示されている。しかし、

実際に徒歩帰宅行動を開始すると、その中の多くの人が疲れや足等の痛みが限界に

達し、途中で帰宅行動の継続を断念せざるを得ない状況になることも十分に考えら

れる。 

一方で、災害時には「火事場のバカ力」と呼ばれるような、通常時とは異なった

力を発揮する人もいると言われる。 

以上のような本人の「自己認識」と「実力」のかい離については、本モデルでは

考慮していない。 

本シミュレーション結果の解釈にあたっては、シミュレーション結果から求めら

れる以上の数の休憩行動選択者が生じる可能性があることに留意する必要がある。 
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⑭ 群集心理的要因は考慮していない 

本モデルでは、各人がそれぞれの持つ効用関数に従い行動するものと仮定してい

る。しかし、実際には、「他の人が歩く道を帰る」といった、人の振る舞いに影響

された行動をとる人も多くいるものと考えられる。 

 

⑮ 組織における規範設定の影響は基本的に考慮していない 

徒歩帰宅行動のあり方について、学校・企業等の組織において、帰宅時間のあり

方に関する規範を定めていたり、方面別に団体で帰宅することを定めていたりする

ようなケースもあると考えられる。本シミュレーションでは、会社等から特段の指

示がでていないとの条件の下での被験者の回答から効用関数を設定している。この

ため、学校や企業単位で生徒や社員等の帰宅方針を定める等の規範設定をしている

場合には、その規範が個人の効用関数に反映している部分についてのみその影響を

評価している形となっている。 

 
５.６ 情報の不均一性等に伴う限界 
 

⑯ 帰宅者等の間に流れる情報の内容によっては、帰宅行動の内容が大きく変化する

可能性がある 

本モデルでは、帰宅している近傍の状況しか把握できないケース（「経路情報提

供無し」のケース）と、ある時点での混雑状況を完全に把握できている前提に立っ

て、歩行に要する時間と距離の両面を総合して最適の経路を求められることを仮定

したケース（「完全情報」＝「経路情報提供有り」のケース）でのシミュレーショ

ンを実施した。 

現実には、一定の情報が帰宅者の間に流れることとなるが、本シミュレーション

における二つの設定の中間的な場合のほかに、例えば、特定の方面が危険だといっ

た情報が流れて、それにより帰宅行動が大きく左右されるようなことも考えられる。

また、誤った情報が流れ、それに影響されて人々が行動することも考えられる。 

 
 
 


